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交流と連携の重視交流と連携の重視

■ 少子高齢化、人口減少
■ ライフスタイルの変化：物より心の豊かさの追求
■ 地域格差（地域間、地域内）
■ 経済のグローバル化

国土の多様性ある発展、地域の自立・競争力の強化

交流と連携の強化
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背景と目的背景と目的

■新幹線ネットワークの全国拡大
■大都市圏間を結ぶ整備から、地方から地方を結ぶ整備
■人口の少ない地方における新幹線整備

■交流と連携の重視

（国土の多様性ある発展、地域の自立・競争力の強化）

■時代特性に合わせた九州新幹線の整備意義・効果分析■時代特性に合わせた九州新幹線の整備意義・効果分析

■今後の新幹線整備の意義を検証■今後の新幹線整備の意義を検証
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生産誘発率と需要依存率からみた地域別産業の特性生産誘発率と需要依存率からみた地域別産業の特性

出典：１９９５年地域間産業連関表の概要（経済産業省経済産業政策局調査統計部、２００１．３）
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自動車による

「平均移動距離」

⇒１２４ｋｍ
（全国幹線旅客

純流動調査、2000）

＊１）注：九州新幹線整備前の所要時間、営業キロ
（JR時刻表、2003）
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九州地域内の交通の現状（鹿児島県を中心として）九州地域内の交通の現状（鹿児島県を中心として）
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九州各県との旅客純流動（秋期九州各県との旅客純流動（秋期11日）日）

出典：第３回全国幹線旅客純流動調査（２０００年）より作成
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注：千人以下は省略
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他地域需要による域内生産誘発額の地域別割合

域内需要による他地域生産誘発額の地域別割合

九州地域における他地域との交易の割合九州地域における他地域との交易の割合

出典１：１９９５年地域間産業連関表（９地域３部門統合表）により算出
出典２：１９９５年地域間産業連関表の概要（経済産業省経済産業政策局調査統計部、２００１．３）
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単位： 万人／日
（往復人数合計）

出典：第３回全国幹線旅客純流動調査（２０００年）より作成

九州と地域ブロック間の旅客純流動（秋期九州と地域ブロック間の旅客純流動（秋期11日）日）
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０．６（10%）

０．２（3%）

０．４（10%）

０．２（13%）

地域ブロック間の旅客純流動（秋期地域ブロック間の旅客純流動（秋期11日）日）

福岡県

出典：第３回全国幹線旅客純流動調査（２０００年）より作成

鹿児島県
単位： 万人/日（往復人数合計）

２．６（46%）

０．２（41%）

０．３（35%）

１．８（50%）

０．５（41%）

４．６（83%）

０．０５（9%）

０．０４（5%）

（％）： 九州７県との輸送量に占める各県の輸送割合
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九州新幹線の部分開業九州新幹線の部分開業

出典：国土交通省資料より作成

鹿児島中央

出水

川内

新水俣

新八代

博多

小倉

１２７ｋｍ

１３０ｋｍ

1998年3月着工
2010年度末完成目標
建設費：8,100億円

1991年9月着工
2004年3月13日開業
建設費：6,350億円

建設費は2003年価格
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九州新幹線時間短縮効果九州新幹線時間短縮効果

35

1:15

1:15

45

55

2:25在来線特急

部分開業

全線開業

１：００ ２：００ ３：００ ４：００

（所要時間）

熊本博多 鹿児島中央

３：４０

２：１０

(1時間30分短縮)

１：２０

(2時間20分短縮)

出典：JR九州資料他
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九州新幹線利用者の動向九州新幹線利用者の動向
利用者数の推移利用者数の推移

開業前年開業前年

（（100100％）％）

年間利用客数年間利用客数
（千人（千人／年／年））

3,3453,3453,3683,3683,2283,2281,4141,414

237237238238228228100100

３年目３年目
H18.3.13H18.3.13--
H19.3.12H19.3.12

２年目２年目
H17.3.13H17.3.13--
H18.3.12H18.3.12

１年目１年目
H16.3.13H16.3.13--
H17.3.12H17.3.12

開業前年開業前年

新八代－鹿児島中央間新八代－鹿児島中央間 利用者数利用者数

出典：JR九州資料
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開業前年開業前年

（（100100％）％）

一日平均一日平均

利用客数利用客数
（人（人／日／日））

1,0211,021834834501501247247

413413338338203203100100

２００６年度２００６年度２００５年度２００５年度２００４年度２００４年度２００３年度２００３年度

一日平均利用者数一日平均利用者数

出典：JR九州資料

九州新幹線利用者の動向九州新幹線利用者の動向
新幹線定期券（つばめエクセルパス）の推移新幹線定期券（つばめエクセルパス）の推移
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九州新幹線開業
（2004年3月）

九州新幹線の部分開業による流動の変化九州新幹線の部分開業による流動の変化

九州ブロック内：鹿児島～熊本

出典：貨物・旅客地域流動調査（自家用車除く）及び国土交通省九州運輸局資料より作成

（千人 / 年）

552 552

959121 122

41

鉄道：１．７倍増

ブロック内の新幹線開業の結び付きの強化：交流の増加
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九州新幹線開業
（2004年3月）

九州新幹線部分開業による流動の変化九州新幹線部分開業による流動の変化

九州ブロック内：鹿児島～福岡

出典：貨物・旅客地域流動調査（自家用車除く）及び国土交通省九州運輸局資料より作成

（千人 / 年）

827 928

1420715 711
341

鉄道：１．５倍増

319 310 387

全線開業時には、福岡との更なる交流拡大・連携強化が期待
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鹿児島県と地域ブロック間の輸送機関分担率

出典：貨物・旅客地域流動調査（自家用車除く）及び国土交通省九州運輸局資料より作成
全線開業時には、近隣の拠点ブロックとの連携強化が期待
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367

（人 / 日）

798
910 1381

707

2556

78
86 95

237
207

489
296

288

393

16

40

0

1995 19951995 200020002000 200520052005
熊本県 福岡県 広島県

123
199

361
221

379

532

仕事 観光 私用 その他 不明
出典：全国幹線旅客純流動調査より作成
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10.8

19.0

27.6

28.9

33.3

56.5

21.4

49.7

46.7

14.9

21.4

16.7

9.9

9.5

8.3

4.3

28.6

15.2

14.4

41.7

0.0

2.2

4.1

0.7

3.3

0.0

4.4

2.8

0.0

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

商店

飲食店

県内・外企業

特産品製造業

レンタカー

鹿児島県内事業所における部分開業の影響鹿児島県内事業所における部分開業の影響

出典：鹿児島県観光課（2005）『九州新幹線開業関連観光動向調査報告書』より作成

(N=12)

(N=90)

(N=145)

(N=42)

(N=1018)

プラス ややプラス 影響なし ややマイナス マイナス 無回答
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27.8

11.8

33.3

31.6

22.0

46.7

38.9

52.9

55.6

52.6

26.7

5.6

17.6

14.0

10.5

5.6

17.6

27.8

26.7

62.0

5.6

5.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

サービス業

小売業

卸売業

製造業

建設業

県内・外大規模企業（鹿児島県内所在）における県内・外大規模企業（鹿児島県内所在）における
部分開業の影響部分開業の影響

出典：鹿児島県観光課（2005）『九州新幹線開業関連観光動向調査報告書』より作成

(N=15)

(N=50)

(N=19)

(N=18)

(N=17)

プラス ややプラス 影響なし ややマイナス マイナス

(N=18)
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29.5%

37.7%

26.2%

18.0%

16.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

顧客サービスの充実

情報収集活動の促進

営業活動の範囲拡大

広域的な交流活発化による
顧客の増加

出張コストの削減

県内・外大規模企業（鹿児島県内所在）における県内・外大規模企業（鹿児島県内所在）における
プラスの影響ありと回答した要因プラスの影響ありと回答した要因

出典：鹿児島県観光課（2005）『九州新幹線開業関連観光動向調査報告書』より作成

(上位５項目：複数回答 N=61)

アクセシビリティの増加 ⇒ 経済効果
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宿泊観光客（鹿児島県）の居住地別の分布宿泊観光客（鹿児島県）の居住地別の分布（単位：千人、％）（単位：千人、％）

107.8107.8417417387387378378372372中部中部

96.296.25151535369696464東北東北

95.995.91,8481,8481,9271,9271,8961,8961,8061,806関東関東

102.2102.27,7947,7947,6287,6287,8737,8737,6157,615合計合計

109.9109.91,4371,4371,3071,3071,3021,3021,1811,181南部九州南部九州

107.8107.81,9921,9921,8481,8481,9341,9341,9761,976北部九州北部九州

105.7105.79393888895959696四国四国

102.8102.8402402391391401401449449中国中国

98.098.01,4751,4751,5051,5051,6751,6751,5431,543関西関西

57.457.43535616152525858北陸北陸

72.172.14444616171717070北海道北海道

前年比前年比20042004年年20032003年年20022002年年20012001年年

出典：鹿児島県観光課（2005）『平成16年鹿児島県観光統計』より引用九州ブロック内の他県からの観光客が最も増加⇒部分開業の効果
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九州の各県から鹿児島までの利用交通手段（観光）九州の各県から鹿児島までの利用交通手段（観光）

76.8

43.9

53

48.2

40.9

39.7

0.7

19.1

31

24.4

37.3

36.7

21.8

9.1

13.7

8.6

3.6

4.8

9.3

2.2

7.6

0.7

2.9

7.5

3.8

7

5.5

4.4

9.6

10.5

0.3

1.3

1.8

0.2

2.8

9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

宮崎

大分

熊本

長崎

佐賀

福岡

自家用車 新幹線 貸切バス 航空機 路線バス その他

出典：鹿児島県観光課（2005）『九州新幹線開業関連観光動向調査報告書』より作成

(N=5,379)

(N=801)

(N=870)

(N=3,629)

(N=815)

(N=2,523)



34
(C) Dr. JongJin YOON, Institute for Transport Policy Studies, 2007

各地域別の鹿児島までの利用交通手段（観光）各地域別の鹿児島までの利用交通手段（観光）

84.6

74

76.7

64.6

17.7

36

5.3

44.7

3.5

7.4

5

11.4

28.6

26.9

50.7

25.2

5.1

7.3

8.8

10.4

37.7

11.3

27

16.9

4.1

3.6

10.7

13.5

10.1

6

4.1

7.1

7.9

3.6

4.1

4.8

3.7

4.4

6

4.7

1.5

1.6

2.5

1.6

1

1.6

1.8

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

関東

東海

北陸信越

関西

中国

四国

九州

合計

航空機 自家用車 新幹線 貸切バス 船舶 その他

出典：鹿児島県観光課（2005）『九州新幹線開業関連観光動向調査報告書』より作成

(N=36,339)

(N=14,017)

(N=547)

(N=2,439)

(N=5,397)

(N=725)

(N=2,796)

(N=8,942)

中国地域からの観光客の新幹線利用の割合が最も高い

⇒全線開業時には更なる効果が期待
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観光消費額の推移（鹿児島県）観光消費額の推移（鹿児島県）

（１）宿泊観光客

（２）日帰り観光客

105.9105.9

2,0592,059

93.093.099.799.7103.2103.2105.4105.497.797.7101.2101.2前年比前年比

2672672872872882882,1462,1462,0362,0362,0842,084観光消費額観光消費額

20042004200320032002200220042004200320032002200220012001

県内宿泊観光客県内宿泊観光客県外宿泊観光客県外宿泊観光客年年

区分区分

102.7102.7117.0117.0117.0117.0106.2106.2102.1102.198.898.8前年比前年比

7207207017015995991,3741,3741,2941,2941,2671,267観光消費額観光消費額

200420042003200320022002200420042003200320022002
県内日帰り客県内日帰り客県外日帰り客県外日帰り客

出典：鹿児島県観光課（2005）『平成16年鹿児島県観光統計』より引用

（単位：億円、％）

（単位：億円、％）
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九州新幹線部分開業の効果九州新幹線部分開業の効果

■域内交易型の九州ブロック
・ 新幹線整備により、鹿児島と福岡・熊本との輸送の増加
・ ブロック内における仕事・観光・私用目的の鉄道利用の増加

⇒ブロック内の沿線県との交流・連携の強化
⇒全線開業時、ブロック中心県（福岡）との更なる連携強化が期待

■地域ブロック間の結び付き
・ 近隣拠点ブロックとの輸送（仕事・観光目的）の増加

⇒全線開業時、近隣拠点ブロックとの更なる連携強化が期待

地域経済への効果
（県内事業所へのプラス影響、観光消費額の増加など）
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目目 次次

１．研究の背景と目的１．研究の背景と目的

２．九州地域の特性２．九州地域の特性

３．九州新幹線の部分開業の効果３．九州新幹線の部分開業の効果

４．九州新幹線の全線開業時の効果計測４．九州新幹線の全線開業時の効果計測

５．まとめ５．まとめ
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全線開業時における効果の計測

■データ

⇒OD交通量：第3回（2000年）全国幹線旅客純流動調査

⇒OD間の所要時間、コスト：NITASシステムの利用

⇒その他：統計局ホームページ、県民経済計算年報、
民力、民間資本ストックなど

■全線開業による機関分担率の変化（ロジットモデル）

■全線開業による経済効果（県内総生産）

県内総生産
＝ｆ （労働生産性指数、従業者数、民間資本ストック、アクセシビリティ）
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＊１）注：自動車はバスも含む

全線開業時における機関分担率の計測
（鹿児島県発着）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2000 2005 全線
開業

2000 2005 全線
開業

2000 2005 全線
開業

2000 2005 全線
開業

鉄道 航空 自動車

福岡県 広島県 大阪府 愛知県

＊１）
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全線開業時における鉄道機関分担率の拡大

６．９％６．９％

３７．９％３７．９％

鉄道鉄道

分担率分担率
２００５年２００５年

２１．７％２１．７％

（推計値）（推計値）

九州新幹線九州新幹線

全線整備時全線整備時

鉄道鉄道

分担率分担率
２．９％２．９％４４．８％４４．８％２０００年２０００年

鹿児島～愛知鹿児島～愛知東京～山口東京～山口

（参考）（参考）

４時間４３分４時間４３分

（全線開業時）（全線開業時）
４時間４０分４時間４０分新幹線の所要時間新幹線の所要時間

鉄道鉄道

分担率分担率

＊１）出典：全国幹線旅客純流動調査
＊２）出典：JR時刻表（2007）

＊１）

＊１）

＊２）
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人口の少ない地方における
新幹線整備の意義について

（千人）

注）2000年人口：国勢調査人口
その他の年次の人口：社会会保障・人口問題研究所の推計人口

鹿児島県における人口の減少

1600

1650

1700

1750

1800

2000 2005 2010 2015 2020 （年）

2010年：九州新幹線の全線開業予定
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5200

5250

5300

5350

5400

5450

5500

5550

5600

人口の少ない地域における新幹線整備の意義

2001年
県内総生産

2010年
従業者減少
県内総生産
（全線整備）

2010年
従業者減少
県内総生産

（新幹線整備なし）

（１０億円）

注）2010年従業者数：国立社会保障・人口問題研究所の生産年齢人口により算出

鹿児島県の県内総生産の変化

人口の少ない地域：将来地域経済の成長が停滞する可能性

⇒新幹線整備は、交流・連携の強化し、地域活性化に寄与
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目目 次次

１．研究の背景と目的１．研究の背景と目的

２．九州地域の特性２．九州地域の特性

３．九州新幹線の部分開業の効果３．九州新幹線の部分開業の効果

４．九州新幹線の全線開業時の効果計測４．九州新幹線の全線開業時の効果計測

５．まとめ５．まとめ
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まとめまとめ
■部分開業の効果■部分開業の効果

■全線開業の効果■全線開業の効果

■人口の少ない地域における新幹線整備■人口の少ない地域における新幹線整備

将来地域経済成長の将来地域経済成長の
停滞の可能性停滞の可能性

交流・連携の強化による交流・連携の強化による
地域活性化が期待地域活性化が期待

⇒九州ブロック内及びブロック間の交流・連携の強化⇒九州ブロック内及びブロック間の交流・連携の強化
⇒県内の事業所、観光などにおいて経済効果⇒県内の事業所、観光などにおいて経済効果

⇒九州地域の中心都市（福岡）との連携強化が期待⇒九州地域の中心都市（福岡）との連携強化が期待
⇒隣接拠点ブロック（⇒隣接拠点ブロック（中国・関西・中部中国・関西・中部）との更なる連携強化が期待）との更なる連携強化が期待
⇒交流・連携による経済効果が期待⇒交流・連携による経済効果が期待
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